
事業シート（令和５年度決算ベース。令和６年６月作成。担当課名は令和６年度時点）

全体
通番

款 項 目 事業コード 会計区分 事業名称
R5予算事業名

（５か年計画の事業名称
と異なる場合に記載）

事業開始
年度

担当課名
R5事業費
合計
（千円）

R5担当
正職員
（人）

R5再
任用職
員
（人）

R5臨時
職員等
（人）

R5総事業
費（人件費
を含む）
（千円）

うち一般財
源

（千円）
ページ

238 5 1 1 [00000239] 一般会計 ふるさとハローワーク機能強化事業 平成24年度 商工観光課 1,788 0.1 0 1 2,366 1,166 3
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予算科目（款項目） - - -

（ ）

1補助金

2貸付（貸付先）

コ
ス
ト

財源

内訳

財源合計

地方債

国県支出金

担当正職員

関連事業
（同一目的
事業等）

事
業
費

内訳

会計年度任用職員報酬
1,746,000円
会計年度任用職員期末手
当357,000円
会計年度職員勤勉手当
299,000円
費用弁償24,000円
普通旅費11,000円
会計年度任用職員健康診
断委託料8,000円
駐車料2,000円

会計年度任用職員報
酬1,586,715円
会計年度任用職員期
末手当180,128円
費用弁償20,805円

会計年度任用職員報
酬1,529,444円
会計年度任用職員期
末手当171,455円
費用弁償19,950円
会計年度任用職員健
康診断委託料3,819円

会計年度任用職員報
酬等1,661千円
旅費21千円　他

事業費合計

（決算見込） R4年度 （決算）

実施の背景
　雇用情勢は、厳しさがみられる状況であることから、観光業や商工業、農漁業、医療、介護、福祉分野等地域産業の振
興施策を積極的に推進し、雇用の場の創出・拡充を図る必要がある。

目　的
（何をどうしたい

のか）

　「鴨川市ふるさとハローワーク」による職業相談、職業紹介等を実施するとともに、国等と連携した就職相談会を開催し、
雇用の促進及び利便性の向上を図る。

対　象
（誰・何を
対象に）

求職者等

実施方法

第4次5か年
計画の内容

・鴨川市ふるさとハローワークの運営支援　・ハローワークや近隣市町村等との連携により職業相談会等を開催
事
業
概
要

事業内容
（手段、手法

など）

・鴨川市ふるさとハロー
ワークに勤務する会計
年度任用職員の雇用
・職業相談会等の開催

・鴨川市ふるさとハロー
ワークに勤務する会計
年度任用職員の雇用
・職業相談会等の開催

・鴨川市ふるさとハロー
ワークに勤務する会計
年度任用職員の雇用
・職業相談会等の開催

・鴨川市ふるさとハロー
ワークに勤務する会計
年度任用職員の雇用
・職業相談会等の開催

・鴨川市ふるさとハロー
ワークに勤務する会計
年度任用職員の雇用
・職業相談会等の開催

3指定管理（指定管理者）

直接補助の場合
（補助先）

間接補助の場合
（実施主体）

R7年度

2,239 千円0 千円 3,025 千円 2,366 千円 2,303 千円

千円

ふるさぽーと基金繰入金 ふるさぽーと基金繰入金 ふるさぽーと基金繰入金 ふるさぽーと基金繰入金

一般財源 0 千円 1,825 千円 1,166 千円 1,303 千円 1,239 千円

その他特財
千円 1,200 千円 1,200 千円 1,000 千円 1,000

千円

千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

千円 0 千円 0 千円 0 千円 0

人

総事業費 0 千円 3,025 千円 2,366 千円 2,303 千円 2,239 千円

人
件
費

1.1 人 1.1 人 1.1合計 0.0 人 1.1 人

千円
会計年度任用

職員等 人
報酬は事業費欄に
記載 1.0 人

報酬は事業費欄に
記載 1.0 人

報酬は事業費欄に
記載 1.0 人

報酬は事業費欄に
記載 1.0 人 報酬は事業費欄に記載

0.1 人 555 千円

再任用職員 人 0 千円 人 0 千円 人 0 千円 人 0 千円 人

千円 0.1 人 578 千円 0.1 人 578 千円人 0 千円 0.1 人 578

R3年度 （決算）

千円 2,447 千円 1,788 千円 1,725 千円 1,684 千円

R7年度 （予算要求） R6年度 （当初予算） R5年度

（計画） R6年度 （当初予算） R5年度 （実績見込） R4年度 （実績） R3年度 （実績）

対象者数（全住民に対する割合）

30,853 人 100.0 ％

1直接実施 1直接実施

2業務委託（全部・一部）

関係個別計画名 担当課名 商工観光課

事務区分 1自治事務/ 2法定受託事務 1自治事務 係名 商工振興係

3-6 雇用対策の推進 5計№ 30601

雇用相談の充実
５か年計画上の
事業期間（令和）

3～7

根拠法令等
この事業の
全体計画

上位施策事業名

令和５年度決算 作成時期/令和6年6月

事業シート（概要説明書）

ふるさとハローワーク機能強化事業 事業開始年度 平成24年度
戦略
該当 ○

市民提
案関連 ×

予算事業名

5 1 1 [00000239] 一般会計
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予算科目（款項目） - - - 令和５年度決算 作成時期/令和6年6月

事業シート（概要説明書）

ふるさとハローワーク機能強化事業 事業開始年度 平成24年度
戦略
該当 ○

市民提
案関連 ×

予算事業名

5 1 1 [00000239] 一般会計

/ / / / /

/ / / / /

/ / / / /

/ / / / /

/ / / / /

/ / / / /

/ / / / /

事
業
実
績

活動実績

事
業
成
果

成果
（目標達成

状況）

今後の事業
の方向性、

課題等

就職相談会等の参加者数

鴨川市ふるさとハローワーク
の年間開放日数

ふるさとハローワークの紹介
による就職者数

事
業
の
自
己
評
価

比較参考値
（他自治体での
類似事業の例

など）

ふるさとハローワークの設置状況
　館山市　なし（ハローワーク館山）
　南房総市　なし

　令和５年度までは、①就職件数260件以上/年、②相談件数2000件以上/年　のどちらかの条件をクリアすれば、ふるさとハロー
ワークの設置は認められていた。
　しかし、令和６年度から設置基準が改訂され、鴨川市の場合、③年間の相談件数が1458件以上（職業相談員１人あたりの１日の
平均相談件数が３件以上）、　④就職率が、千葉県労働局管内のハローワーク全体の就職率（一般）を上回らなければ、翌年度に
業務改善計画の作成、２年連続で基準を達成できない場合は、設置後５年以上の施設の場合、相談員が１名減となる。
　令和５年度の実績を新しい基準に当てはめると達成しているが、今後は③の相談件数が達成できるか懸念される。
　今後も、市民の利便性に資するため、市での就職相談会の開催等により、基準を達成できるよう努め雇用環境の充実を図る。

特記事項

令和５年12月12日に就職説明会を市役所で開催　『わくＷＯＲＫ　説明・面接会in鴨川』
　事業所　９事業所
　参加者　45名

現況値の時点 設定根拠

自己評価
（担当課

による評価）

1不要・凍結　2国・県・広域が実施
3要改善　　　4現行どおり・拡充

4現行どおり・拡充

現況値の時点 設定根拠

現況値の時点 令和元年度 設定根拠 求人内容と求職内容の調和を数値化する。

【成果指標名】（実績値/目標値） 現況値 単位 R7年度（計画） R6年度（計画） R5年度（見込） R4年度 R3年度

320 名 350 345 297 340 290 335 268 330

現況値の時点 設定根拠

単位当たり
コスト

総事業費 ／
就職相談会等
の参加者数

千円 53 - -

現況値の時点 設定根拠

名 320 315 45

現況値の時点 令和元年度 設定根拠
継続的な利用体制の確保により、更なる雇用創
出を図る。

現況値の時点 令和元年度 設定根拠
積極的な情報発信により参加者の増加を目指
す。

240 日 0 243 243 243 243 243 241 241

310 0 305 0 300

【活動指標名】（実績値/目標値） 現況値 単位 R7年度（計画） R6年度（計画） R5年度（見込） R4年度 R3年度

291
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